
（豊島区自転車等放置防止条例及び同施行規則）

昭和63年4月1日　施行
改正 平成26年7月1日　施行

１．条例の設置届

２．対象となる指定区域
豊島区内全域

３．対象となる建築行為

４．増築・改築・用途変更の算定

５．対象となる指定用途、台数の算定基準

※

※ 　学習施設･･･学校教育法第1条の学校、第124条の専修学校、第134条の各種学校を除きます。

※

※

※

①

②

事務所、バックヤード⑤

　対象面積は階段、エスカレーター、エレベーター、壁等により明確に区分された通路
トイレ、給湯室、宿泊施設、客の用に供しない休憩室、客の用に供しない食堂、搭屋、屋上
倉庫、機械室、ボーリング場のレーン等の人が立入を予定していない部分は除きます。

③

④

２５０㎡
以上

遊技場、学習施設、病院及び診療所
ボーリング場、ゴルフ練習場
バッティングセンター
レンタルビデオ店

スーパーマーケット
コンビニエンスストア
ドラッグストア

銀行その他の金融機関
郵便局

②を除く小売店舗、飲食店
カラオケ店、スポーツ施設

１５０㎡
以上

２００㎡
以上

自転車駐車場の附置義務について

　豊島区では、「自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律」に基
づく、「豊島区自転車等の放置防止に関する条例」により、一定規模以上の施設の建築行為に自転車
駐車場を設置する義務を定めています。

施設の用途 単独用途の場合

　建築行為後の建物のうち、指定用途に定められる前に建築された部分又は指定用途に定められる
前からその用途に使用している部分を除き、残った部分を新築と見なして”５”の基準により用途
ごとに算定し、小数点以下を切り捨てます。

台数の算定基準

　一定規模以上の施設（下記参照）を新築・増築・改築・用途変更する場合は自転車駐車場を設置
しなければならないことになっています。

新築、増築、改築、用途変更（建築基準法第87条第1項）

　遊技場･･･風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第2条4号及
び5号に規定する設備を設けて客に遊戯をさせる施設｡

　銀行その他の金融機関･･･銀行法に規定する銀行､相互銀行法に規定する相互銀行､信用金庫に規定する
信用金庫、長期信用銀行法に規定する信託銀行､労働金庫法に規定する労働金庫及び中小企業等協同組合
法に規定する信用協同組合。

４００㎡
以上

２,０００㎡
以上

対象面積15㎡ごとに1台。
（対象面積が5,000㎡を超える部分は30㎡ごと
に1台）

対象面積20㎡ごとに1台。
（対象面積が5,000㎡を超える部分は40㎡、
10,000㎡を超える部分は80㎡ごとに1台）

対象面積25㎡ごとに1台。
（対象面積が5,000㎡を超える部分は50㎡ごと
に1台）

対象面積40㎡ごとに1台。
（対象面積が5,000㎡を超える部分は80㎡、
10,000㎡を超える部分は160㎡ごとに1台）

対象面積200㎡ごとに1台。
（対象面積が10,000㎡を超える部分は400㎡ご
とに1台）








